
様式第１号
令和　　年　　月　　日

島根県知事　　様

申　請　者
住　所　〒

企業名　
代表者職・氏名　


[bookmark: _Hlk233304599]補助事業認定申請書

下記のとおり、補助事業の認定を受けたいので、大規模投資に向けた計画策定支援補助金交付要綱第６条第１項の規定により申請します。
記

１　申請予定の国の補助金名（回次含む）


２　補助事業の目的及び内容
別紙１　補助事業計画書のとおり


３　補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金交付申請予定額
補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　円
補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　　　　円
補助金交付申請予定額　　　　　　　　　　　　　円


４　補助事業完了予定期日
令和　年　月　　日


別紙１
○補助事業計画書

（ア）申請者情報

	申請者
	企業・団体名
住所
代表者職・氏名
	



	
	担当者連絡先
部署・職・氏名
電話、FAX
E-mail
	




	補助対象区分
※該当区分に〇
※該当要件に☑
	
	中小企業者
	□　県内に主たる事業所を有する

	
	
	事業協同組合
	

	
	
	企業組合
	

	
	
	その他知事が認める団体
	

	創業・創立
	　　　　年　　月　　日
	資本金・出資金
	　　　　　万円

	従業員数
	正社員　　　名、パート　　　名、アルバイト　　　名、派遣社員　　　名
その他　　　名（　　　　　　　　　）

	企業・団体の
事業概要
	・
・
・



（イ）補助事業内容
	1. 国の補助金で計画している事業の概要
　

	2. 事業の実現に向けた具体的な措置


	3. 期待される効果（新規雇用計画、地域企業との取引拡大、自社の競争力強化など）
　
　
　

	4. 国の補助金で申請予定の設備概要


	5. 事業実施体制（社内体制・連携体制及びそれぞれの役割）




	6. 専門家等の委託先名
　
　
　
　

	7. 専門家等への委託業務内容 




	8. 委託先の選定理由





（カ）経費内訳
別紙2-1のとおり

（キ）資金調達の内訳
別紙2-2のとおり

（注）
(1)「(カ)経費内訳」「(キ)資金調達の内訳」との合計が一致するよう記入すること。
(2)「(カ)経費内訳」の「経費区分」とは、交付要綱第５条2項の別表に掲げるものをいう。
(3)「(カ)経費内訳」の「項目」とは、各経費区分での詳細をいう。
(4)「(カ)経費内訳」の「補助事業に要する経費」とは、事業を遂行するために必要な経費をいい、数量×単価と一致する。
(5)「(カ)経費内訳」の「補助対象経費」とは、「補助事業に要する経費」のうち、補助対象となる経費をいう。
(6)「補助金交付申請額」とは、「補助対象経費」に補助金交付率を乗じた額のうち補助金の交付を希望する額をいう。
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様式第２号
　　　年　　月　　日

島根県知事　　様

申　請　者
住　所　〒

企業名　
代表者職・氏名　

補助事業変更（中止・廃止）承認申請書

令和　　年　　月　　日付け指令産第　　号で認定があったこの補助事業について、下記のとおり変更（中止・廃止）したいので、大規模投資に向けた計画策定支援補助金交付要綱第７条第１項の規定により承認を申請します。
記
１　変更（中止・廃止）の理由

２　変更の内容（中止の期間・廃止の時期）
　⑴　変更の内容
　　ア　事業の内容

	変　更　前
	変　更　後

	
	



　　イ　経費の配分
（変更前）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：円
	経費
区分
	項目
	単
位
	数
量
	単価
（税込）
	補助事業に
要する経費
（税込）
①
	補助対象外
経費（消費税相当額等）
②
	補助対象
経費
①-②
	具体的な内容
（用途、規格、数量・回数）

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


（変更後）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：円
	経費
区分
	項目
	単
位
	数
量
	単価
（税込）
	補助事業に
要する経費
（税込）
①
	補助対象外
経費（消費税相当額等）
②
	補助対象
経費
①-②
	具体的な内容
（用途、規格、数量・回数）

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


　　（注）　変更の有無に関わらず全経費区分記入すること。

　⑵　中止の期間

　⑶　廃止の時期

様式第３号
　　　年　　月　　日

島根県知事　　様

申　請　者
住　所　〒

企業名　
代表者職・氏名　

補助事業遂行状況等報告書

令和　　年　　年　　月　　日付け指令産第　　号で認定があったこの補助事業に関し、補助事業遂行状況等について、下記のとおり報告します。

記
１.記載者情報
	記載者
	職名・氏名
	

	
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	



２．事業の実施状況・成果等
※設備の導入状況や効果検証の進捗など、実施状況を具体的にご記載ください。
※申請時のスケジュールに対して遅延している場合、遅延状況と理由をご記載ください。




様式第４号
令和　　年　　月　　日

島根県知事　　様

申　請　者
住　所　〒

企業名　
代表者職・氏名　


補助金交付申請書兼実績報告書

令和　　年　　月　　日付け指令産第　　号で認定を受けた補助事業を、下記のとおり実施しましたので、大規模投資に向けた計画策定支援補助金交付要綱第９条の規定により申請します。

記

１　事業成果報告書（別紙１）


２　決算総表（別紙２）


３　収支明細書（別紙３）


４　補助事業に要した経費、補助対象経費及び補助金交付申請額
(1)補助事業に要した経費　　　　　　　　　　円
(2)補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　円 
(3)補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　円


別紙１
事　業　成　果　報　告　書
１　事業の成果
	実施した内容
事業の成果
	

	申請した国の
補助金名称
	

	採択結果
	採択　　・　　不採択



２　計画遂行結果及び今後の展開
（１）スケジュール
	項目
	事業実施年度
	翌年度以降

	
	6
月
	7
月
	8
月
	9
月
	10
月
	11
月
	12
月
	1
月
	2
月
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



[bookmark: _Hlk220420877]（２）今後の展開内容
	[bookmark: _Hlk220420909]




別紙２　決算総表
別紙のとおり


別紙３　収支明細書
別紙のとおり（1支出、2収入）



　（備考）
　１　この明細書中、予算額とは申請書の内容説明書に記載したものをいい、補助事業計画
　　を変更した場合には、その承認を受けた計画に基づくものをいう。
　２　予算額と決算額が著しく相違するときは、その理由を備考欄に記載すること。




[image: ]


[image: ]
[image: ]



様式第５号
令和　　年　　月　　日

島根県知事　　様

申　請　者
住　所　〒

企業名　
代表者職・氏名　



交付申請取下げ届出書

　令和　年　月　日付け　指令産第　　号で交付決定のあった大規模投資に向けた計画策定支援補助金について、下記のとおり交付申請を取り下げたいので、大規模投資に向けた計画策定支援補助金交付要綱第11条の規定に基づき届け出ます。

記

1．取下げ理由





様式第６号
令和　　年　　月　　日


島根県知事　　　　　　　　　様

住　所
名　称
代表者                           



消費税額及び地方消費税額の額の確定に伴う報告書

　令和　　年　　月　　日付け指令産第　　　号で補助金の額の確定通知があった大規模投資に向けた計画策定支援補助金の消費税額及び地方消費税額の確定について、大規模投資に向けた計画策定支援補助金交付要綱第17第１項の規定により下記のとおり報告します。

記

１．補助金額（補助金の額の確定通知書により通知した額）　　金　　　　　　　　　円
２．補助金の確定時における消費税及び地方消費税に
　係る仕入控除税額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　円
３．消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に
　係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額　　　　　　　金　　　　　　　　　円
４．補助金返還相当額（３－２）　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　円
（注）１．別紙として積算の内訳を添付すること。
２．課税事業者の場合であっても、単純に補助金１０パーセント相当額が消費税及び地方消
費税に係る仕入控除による減額等の対象額ではない。


image3.emf
※1 【補助対象経費の１／２以内（千円未満の切り捨て後）】の額は、補助上限額以内としてください。（補助上限：事業化支援枠＝5,000千円、可能性検証枠＝2,000千円）

※2 「研究開発等経費」「外注費」「市場調査費（委託費）」の補助対象経費の合計額は、原則補助対象経費総額の５割未満としてください。

※3 「人件費」は、原則補助対象事業費総額の５割未満としてください。

※4　千円未満の端数は、経費毎ではなく、補助対象経費全体の合計で端数を切ってください。


image4.emf
別紙2　決算総表 （単位：円）

予算額（円）

補助事業に

要する経費

（税抜）①

補助対象外経費

②

補助対象経費

（税抜）

①-②

補助事業に

要した経費

（税抜）①

補助対象外経費

②

補助対象金額

（税抜）

①-②

着手金 0 0

市場調査費 0 0

書類作成費用 0 0

旅費 0 0

申請代行費用 0 0

成功報酬 0 0

その他の経費 0 0

消費税

千円未満切り捨て前

0

千円未満切り捨て前

0

千円未満切り捨て後

0

千円未満切り捨て後

0

自己資金

借入金

自己資金 自己資金

借入金 借入金

その他 その他

その他

合計額

0 0

経費区分

決算額（円）

内訳



合計額

0 0 0 0 0 0

0

（本補助金交付までの繋ぎ資金）

補助金額

収入

補助金

0

（本補助金交付までの繋ぎ資金）

別シートにある記載例を参考にご記入ください。


image5.emf
別紙３　収支明細書　1支出

補助事業に

要する経費

（税込）①

補助対象外経費

②

補助対象経費

（税抜）

①-②

補助事業に

要した経費

（税抜）③

補助対象外経費

④

補助対象金額

（税抜）

③-④

ア-1

ア-2

ア-3

0 0 0 0 0 0

イ-1

イ-2

イ-3

0 0 0 0 0 0

ウ-1

ウ-2

ウ-3

0 0 0 0 0 0

エ-1

ウ-2

エ-3

0 0 0 0 0 0

オ-1

オ-2

オ-3

0 0 0 0 0 0

カ-1

カ-2

カ-3

0 0 0 0 0 0

キ-1

キ-2

キ-3

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

補助金額（千円未満切り捨て前）



補助金額（千円未満切り捨て後）



キ その他の経費

小計



合計額



消費税



カ　成功報酬

小計



備考

ア 着手金

小計



予算額（円） 決算額（円）

支払い

年月日

支払先

証拠となる

経理書類等

経費区分

整理

番号

委託先名 単位 数量

単価（円）

（税抜）

オ　書類代行費用

小計

内容



イ 市場調査費

小計



エ　旅費

小計



ウ 書類作成費

小計



別シートにある記載例を参考にご記入ください。


image6.emf
別紙３　収支明細書　2収入

（単位：円）

区分

予算額 決算額 金額 資金調達先他

自己資金

借入金

自己資金

借入金

その他

その他

合計額

0 0

金額（円） 内訳

補助金



（本補助金交付までの繋ぎ資金）

別シートにある記載例を参考にご記入ください。


image1.emf
別紙2-1

（カ）経費内訳

（単位：円）

経費区分 委託先名 単位 数量

単価

（税抜）

補助事業に

要する経費（税抜）

①

補助対象外経費

②

補助対象経費



①-②

補助申請額



(①-②)÷2

具体的な内容



0 0

0 0

小計 0 0 0 0

0 0

0 0

小計 0 0 0 0

0 0

0 0

小計 0 0 0 0

0 0

0 0

小計 0 0 0 0

0 0

0 0

小計 0 0 0 0

0 0

0 0

小計 0 0 0 0

0 0

0 0

小計 0 0 0 0

消費税

0 0 0



0

0



補助対象経費の1/２以内

（千円未満切り捨て前）

補助対象経費の1/２以内

（千円未満切り捨て後）

その他の経費

市場調査費

着手金

合計額

書類作成費用

旅費

申請代行費用

成功報酬

別シートにある記載例を参考にご記入ください。


image2.emf
別紙2-2

（キ）資金調達の内訳

（単位：円）

金額 資金調達（予定）先他

自己資金

0

借入金

0

自己資金 0

借入金 0

その他 0

その他

0

合計額

¥0

補助金

0

（本補助金交付までの繋ぎ資金）

内訳

補助事業に

要する経費

区分

別シートにある記載例を参考にご記入ください。


